
１　　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）　採用試験の実施状況

ア　会計年度任用職員以外の職員

・試験内容

第一次試験 筆記試験 （作文、職務能力試験、職務適応性検査）

第二次試験 面接試験

・試験結果 合格者：１人 （令和７年度採用）

イ　会計年度任用職員　（フルタイム会計年度任用職員をいう。以下同じ。）

・試験内容 選考

・試験結果 合格者：１人 （令和７年度採用）

（２）　職員の任用状況

昇任の状況 昇任者数 ： ０人

（３）　定年前再任用短時間勤務制度の実施状況

（４）　職員の離職状況・・・・・・・令和６年度中に退職した職員の退職事由別状況です。

ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

人 事 行 政 の 運 営 等 の公 表

　令和６年度における館林衛生施設組合職員の任免や勤務時間その他の勤務条件の状況などについ

て、住民の皆さんに一層のご理解をいただけるよう、そのあらましをお知らせいたします。

　 定年前再任用短時間勤務制は、地方公務員法の規定により令和５年４月１日以降に、６０歳に達した日

 （６０歳の誕生日の前日）以後、定年前に退職した者を、短時間勤務の職に採用することができる制度です。

　 令和６年度において、この制度による採用実績はありません。

普通退職 分限免職 懲戒免職 死亡退職 任用期間満了

退職者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人

退職区分 定年退職

退職区分 任用期間満了 普通退職 分限免職 懲戒免職 死亡退職

退職者数 0人 0人 0人 0人 0人



（５）　職員の在職状況・・・・・・・令和６年４月１日の年齢階層別・職種別職員数です。

ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

（６）　定員管理の状況

◆　部門別職員数の状況　（各年４月１日現在）

ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

２　　職員の人事評価の状況

◆　人事評価制度の導入 （平成２８年度から）

（人事評価制度とは）

◆　人事評価の方法　　　　「能力評価」と「業績評価」の２本立てで実施しております。

区　　　分 20歳未満 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳

0人 0人

一般行政職 　0人 0人 1人 2人 3人

50～54歳 55～60歳 60～65歳 合　　計

0人

技能労務職 0人 0人 0人 0人

一般行政職 1人 3人 1人 0人 11人

区　　　分 45～49歳

40～44歳

技能労務職 1人 0人 0人 0人 1人

　0人 　0人 　0人

区　　　分 20歳未満 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳

0人

区　　　分 45～49歳 50～54歳 55～60歳 60～65歳 合　　計

一般行政職 　0人 　0人

一般行政職 0人 0人 0人 1人 1人

　 わが国においては、国・地方を通じての財政構造改革の推進が求められるとともに、地方分権の推進が実

行の段階を迎えつつあります。こうした状況の中、財政の健全化を図りつつ、増加が見込まれる新たな行政

需要に的確に対応していくためには、継続的に行政改革を推進していくとともに、必要な人員を適正に配置し

ていく定員管理が不可欠です。

区　　　分 令和４年度 令和５年度 令和６年度

一般行政部門 13人 12人 12人

区　　　分 令和４年度 令和５年度 令和６年度

一般行政部門 1人 1人 1人

平成２８年４月１日から人事評価制度を導入しております。

　人事評価制度は、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を公正に把握す

ることで、職員の主体的な職務の遂行及びより高い能力を持った職員の育成を行うとともに、能力・実績

に基づく人事管理を行うことにより、組織全体の士気高揚を促し、公務能率の向上につなげ、最終的に

は住民サービスの向上を図ることを目的としているものです。



３　　職員の給与の状況

（令和６年度一般会計決算）

（令和６年度一般会計当初予算）

ア　会計年度任用職員以外の職員

※職員手当には、退職手当は含みません。

イ　会計年度任用職員

※職員手当には、退職手当は含みません。

（３）　職員の初任給の状況

（４）　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況

ア　会計年度任用職員以外の職員

（注）給与月額とは、給料月額に扶養手当などの諸手当を加えたものです。

　　　育児休業及び休職中の職員を除きます。

イ　会計年度任用職員

  （１）　人件費の状況

歳　出　額  (A) 人  件  費  (B)

1,576,867千円 90,668千円

  （２）　職員給与費の状況

職員数(A)
給　　　　  　　　与　　　　  　　　費 １人当たりの給与費

給    料 職員手当 期末勤勉手当 計 (B) (B) / (A)

12 人 44,082 千円 8,616 千円 17,984 千円 70,682 千円 5,890 千円

職員数(A)
給　　　　  　　　与　　　　  　　　費 １人当たりの給与費

給    料 職員手当 期末手当 計 (B) (B) / (A)

1 人 2,738 千円 319 千円 1,027 千円 4,084 千円 4,084 千円

区　　　　分
一 般 行 政 職

大 学 卒 高 校 卒

館林衛生施設組合 220,000 円 188,000 円

国
総合職 230,000 円

188,000 円
一般職 220,000 円

区　　　　　　分 平均給料月額 平均給与月額 平 均 年 齢

一 般 行 政 職 334,939 円　 389,424 円　 44.9 歳 

技 能 労 務 職 332,925 円　 405,928 円　 47.2 歳 

区　　　　　　分 平均給料月額 平均給与月額 平 均 年 齢

一 般 行 政 職 248,600 円　 266,521 円　 65.5 歳 



（５）　職員の経験年齢別平均給料月額の状況　（会計年度任用職員以外の職員）

（６）　職員手当の状況

◆　期末・勤勉手当及び退職手当

ア　会計年度任用職員以外の職員

　※期末・勤勉手当の表中の（　）内は、課長職以上の支給割合です。

　　 期末・勤勉手当及び退職手当の支給割合は国と同じです。

イ　会計年度任用職員

※退職手当は、会計年度任用職員以外の職員と同様です。

1.025月分

1.075月分

2.1月分

支　給　割　合

勤勉

区　　　　分 5年未満 5年以上10年未満 10年以上15年未満 15年以上20年未満

平均給料月額
（一般行政職）

259,400 円　 266,950 円　 283,800  

平均給料月額
（技能労務職）

20年以上25年未満 25年以上30年未満 30年以上35年未満 35年以上

378,100 円　 389,000 円　

332,800 円　

区　　　　　　分
支　　給　　割　　合

期  　　末 勤  　　勉

期末・勤勉
手当

６月期
1.225月分 1.025月分

（1.025月分） （1.225月分）

12月期
1.275月分 1.075月分

（1.075月分） （1.275月分）

計
2.5月分 2.1月分

（2.1月分） （2.5月分）

区　　　　　　分
支　　給　　割　　合

自己都合退職 定年退職

退職手当

最高限度額 47.709月分 47.709月分

勤続30年 34.7355月分 40.80375月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

区　　　　　　分
期  　　末

期末手当

６月期 1.225月分

12月期 1.275月分

計 2.5月分



◆　扶養手当等

ア　会計年度任用職員以外の職員

16歳から22歳までの子（加算分）：　5,000円

（貸家の場合）

月額27,000円以下：　家賃から16,000円を控除した額を支給

月額27,000円超：　家賃から27,000円を除いた額の２分の１を11,000円

　　　　　　　　　　　　に加算した額を支給（最高支給限度額：　28,000円）

（自転車などの交通用具使用者の場合）

・・・ 0円

・・・ 2,000円

・・・ 4,200円

・・・ 7,100円

・・・ 10,000円

・・・ 12,900円

・・・ 15,800円

・・・ 18,700円

・・・ 21,600円

・・・ 24,400円

・・・ 26,200円

・・・ 28,000円

・・・ 29,800円

・・・ 31,600円

（交通機関利用者の場合）

ただし、最高支給限度額（１か月あたり）：　　　55,000円

イ　会計年度任用職員

通勤手当は、会計年度任用職員以外の職員と同様です。

（７）　一般行政職の級別職員数の状況　（会計年度任用職員以外の職員）

区　分
館　 林 　衛 　生 　施 　設 　組 　合 国

種　類

扶養手当 同　　じ

配偶者：　6,500円

子：　10,000円

父母等：　6,500円

住居手当 同　　じ

通勤手当 同　　じ

片道２ｋｍ未満　・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・

片道 ２ｋｍ以上 ５ｋｍ未満　・・・・・・・・・・

片道 ５ｋｍ以上10ｋｍ未満　・ ・・・・・・・・

片道10ｋｍ以上15ｋｍ未満　・ ・・・・・・・・

片道15ｋｍ以上20ｋｍ未満　・ ・・・・・・・・

片道20ｋｍ以上25ｋｍ未満　・ ・・・・・・・・

片道25ｋｍ以上30ｋｍ未満　・ ・・・・・・・・

片道30ｋｍ以上35ｋｍ未満　・ ・・・・・・・・

片道35ｋｍ以上40ｋｍ未満　・ ・・・・・・・・

片道40ｋｍ以上45ｋｍ未満　・ ・・・・・・・・

片道45ｋｍ以上50ｋｍ未満　・ ・・・・・・・・

片道50ｋｍ以上55kｍ未満　・・・・・・・・・・

片道55ｋｍ以上60ｋｍ未満　・ ・・・・・・・・

片道60ｋｍ以上　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

６か月定期券等の価格による一括支給

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級
計

主な職名 主事補 主　事 主任 係　長 主　幹 局長

職 員 数 0 人 2 人 4 人 2 人 2 人 1 人 0 人 0 人 11 人 

構 成 比 0.0% 18.2% 36.3% 18.2% 18.2% 9.1% 0.0% 0.0% 



４　　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

◆　勤務時間

◆　年次有給休暇

（年次有給休暇の取得状況）

ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

◆　特別休暇

ア　会計年度任用職員以外の職員

１週間の正規の
勤  務  時  間

１日の正規の
勤 務 時 間

勤  務  の
開始時間

勤  務  の
終了時間

休 憩 時 間

38時間45分 7時間45分 8時30分 17時15分
12時00分から
13時00分まで

　 年次有給休暇は、労働者の心身の疲労を回復させ、労働力の維持培養を図ることを目的として、労働者

が労働基準法第39条の諸規定に従って与えられる有給の就労義務免除の休息です。　また、年次有給休暇

は一年間に20日間付与されますが、請求権発生後２年以内に権利を行使しなければ時効により消滅し、時

効で消滅しない限り翌年に繰り越されます。

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 平均消化率

475 日 157 日 12 人 13.1 日 33.0%

※全対象職員数は、令和６年１月１日から令和６年12月31日までの期間に在職した職員（育児休業・休職中

の職員を除く。）であり、一般的には月曜日から金曜日まで勤務し、午前８時30分から午後５時１５分の時間

帯に勤務を割り振られている者です。

また、総付与日数は、令和６年１月１日現在において各職員に付与された日数（前年からの繰越分を含む。）

を合計したものです。

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 平均消化率

28 日 11 日 1 人 11 日 39.3%

　 特別休暇は、特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合として、条例・規則で定めている

休暇であり、年次休暇、病気休暇、介護休暇以外の総称です。特別休暇は、その目的に従って与える休暇で

あることから、事前に申請をして承認を受ける必要があります。

特　別　休　暇　の　種　類

選挙等の公民権の行使のための休暇

証人、参考人等による裁判所等への出頭のための休暇

骨髄液の提供・登録のための休暇

ボランティア活動のための休暇

職員の結婚休暇

職員の不妊治療に係る通院等のための休暇

職員の出産（産前産後休暇）

生後１年未満の子の養育のための休暇

職員の妻の出産

職員の妻の出産前後の際の子の養育のための休暇

妊婦検診のための休暇

未就学児童の看護のための休暇

要介護者の介護のための休暇

忌引

15年以内に行われる父母の追悼行事のための休暇

夏季における盆等の諸行事への参加、心身の健康維持及び増進のための休暇

天災による住居の滅失又は損壊による休暇

天災・事故等により出勤が困難な場合の休暇

災害時における退勤途上の危険回避のための休暇



イ　会計年度任用職員

◆　介護休暇

◆　病気休暇

５　　職員の休業に関する状況

◆　育児休業及び部分休業

特　別　休　暇　の　種　類

選挙等の公民権の行使のための休暇

証人、参考人等による裁判所等への出頭のための休暇

骨髄液の提供・登録のための休暇

職員の結婚休暇

職員の不妊治療に係る通院等のための休暇

職員の出産（産前産後休暇）

生後１年未満の子の養育のための休暇

妊婦検診のための休暇

未就学児童の看護のための休暇

要介護者の介護のための休暇

忌引

夏季における盆等の諸行事への参加、心身の健康維持及び増進のための休暇

天災による住居の滅失又は損壊による休暇

天災・事故等により出勤が困難な場合の休暇

災害時における退勤途上の危険回避のための休暇

　 高齢化、核家族化、女性の社会進出等の変化の中で、職員が家族を介護しなければならなくなった場合に

は、肉体的、精神的に職業生活と介護という二重の負担がかかることとなり、やむなく離職に至ることとなり

かねません。介護休暇は、このような事態を回避するために、一定期間の休暇を認めることにより、職員の離

職を回避し、その後の十分な勤務を確保するための休暇です。

　 また、介護休暇は、介護者の介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する180日の期間内におい

て必要と認められる期間を与えることができます。

※　令和６年度において、介護休暇を取得した職員はおりませんでした。

　 病気休暇は、職員が負傷又は疾病のために療養する必要があり、その勤務をしないことがやむを得ないと

認められる場合に、90日を超えない範囲において、医師の証明書等に基づき任命権者が必要と認める期間

を与えるものです。

　 なお、病気休暇は、結核性の疾病や公務に起因する疾病等により、その取り扱いが異なります。

※　令和６年度において、１名の職員が病気休暇を取得しております。

　 乳幼児又は幼児を有する職員の申出により、その職員が育児のために一定期間休業することを認めるも

のです。なお、育児休業は、出生後子が３歳に達するまでの期間内おいて行うものです。

　 また、部分休業は、公務の運営に支障がないと認めるときは、子の養育のため、１日の勤務時間の一部を

勤務しないことを承認することができるものです。

※　令和６年度において、１名の職員が育児休業を取得しております。

※　令和６年度において、１名の職員が部分休業を取得しております。



６　　職員の分限及び懲戒処分の状況

◆　分限処分

◆　懲戒処分

７　　職員の服務の状況

◆　地方公務員の服務規律の概要

◆　職務に専念する義務の特例に関する条例による免除の状況

◆　営利企業等の従事の状況

　 職員が一定の事由によって職務を十分に果たすことが期待できない場合、あるいは職制若しくは定数の改

廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合に、本人の意に反してその身分に不利益な変動をもた

らす処分を分限処分と言います。分限処分には、免職、休職、降任、降給の４種類があります。

※　令和６年度における分限処分は１件ありました。

　 職員の一定の義務違反に対して、任命権者が特別権力関係に基づき、その職員の責任を追及して行う制

裁であり、公務における規律と秩序を維持することを目的として行われる不利益処分です。懲戒処分には、

免職、停職、減給、戒告の４種類があり、これ以外の懲戒処分はありません。ただし、非行の内容、程度、そ

の他の事情等を総合的に判断した結果、懲戒処分とするには至らない軽微な義務違反に対して、文書や口

頭により将来に向け注意を与える場合があります。

※　令和６年度における懲戒処分はありませんでした。

　 服務とは、職員が当該職務に服することを言いますが、憲法第15条第２項に「すべて公務員は、全体の奉

仕者であって、一部の奉仕者ではない」と規定されており、これに基づき地方公務員法では服務の根本基準

を「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当たっては、全力

を挙げてこれに専念しなければならない」（地方公務員法第30条）と定めております。この根本基準の具体的

な規定として、次のような服務上の義務が地方公務員法で定められております。

（地方公務員法に定められている職員の義務）

条　　　　文 事　　　　項 区　　　分

31 条 服務の宣誓 身分上

32 条 法令等及び上司の命令に従う義務 職務遂行上

33 条 信用失墜行為の禁止 身分上

34 条 秘密を守る義務 身分上

35 条 職務に専念する義務 職務遂行上

36 条 政治的行為の制限 身分上

37 条 争議行為等の禁止 身分上

38 条 営利企業等の従事制限 身分上

（主な免除事由）

・　各種研修会への参加

・　各種健康診断の受診

・　地方公務員法第42条に基づいて実施される厚生事業への参加

※　令和６年度中に許可したものはありませんでした。



８　　職員の退職管理の状況

９　　職員の研修の状況

◆　研修の実施状況

※ 廃棄物処理実務研修及びその他各種研修に参加しております。

１０　　職員の福祉及び利益の保護の状況

◆　職員の健康の保持増進対策

○健康診断

○生活習慣病対策

◆　災害補償の実施状況

（公務災害補償の概要）

◆　互助会に対する助成の状況　

※Ａのうち、互助会等の事務費・人件費に充当している公費負担額はありません。

　地方公務員法等の一部改正により、元職員による現職職員への働きかけを禁止する規制等が導入されまし

た。当組合では、地方公務員法の規定に基づき、職員の退職管理について適切に対応していきます。

　　職員研修は地方公務員法第39条に基づき職員の公務能率向上と人材育成を目的に職員研修を実施し

ております。

健康診断等
の　種　類

子宮がん・乳がん検診、胃がん・大腸がん検診、定期健康診断、
破傷風予防接種、短期人間ドック、脳ドック、歯周病検診

   群馬県市町村職員共済組合において、子宮がん・乳がん・胃がん・大腸がんの各検診を希望する職員

を対象に実施しております。

○喫煙対策

Ｃ Ａ/Ｃ

職場内は完全分煙を実施しております。

　地方公務員法において「職員が公務に因り死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかった場合等において、その

者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受ける損害は、補償されなければならず、こ

の補償の迅速かつ公平な実施を確保するために」公務災害補償制度が法律で定められており、療養補償、

休業補償、傷病補償、障害補償、介護補償、遺族補償又は葬祭補償に関する事項が定められております。

なお、公務災害の種類には、公務災害と通勤災害があります。

※　令和６年度において、公務災害の認定はありませんでした。

　 当組合の職員は、互助会組織である館林市職員共済会に加入しております。

   館林市職員共済会では、職員の相互救済及び福利厚生を図ることを目的として、給付事業、助成事業な

どの共済事業のほか、職員の保健、元気回復などの厚生に関する事業を実施しており、共済事業について

は職員の掛金より、厚生に関する事業については市等からの交付金を主な財源として当該事業が運営され

ております。

【令和６年度】

7,750 19.3

互助会名

互助会等に対す
る公費負担額
（単位：千円）

会員掛金総額
（単位：千円）

互助会会員数
（単位：人）

会員１人当たり
の公費の補助金

額（単位：円）
公費負担率
（単位：％）

Ａ Ｂ Ａ/（Ａ＋Ｂ）

館林市職員共済会
福利厚生会

62 260 8



◆　共済制度の概要　

１１　　勤務条件に関する措置の要求の状況

◆　制度の概要

　※　件数及び処理状況

　　　令和６年度における措置要求はありませんでした。

１２　　不利益処分に関する審査請求の状況

※　件数及び処理状況

　　令和６年度において不利益処分に関する審査請求はありませんでした。

　地方公務員の共済組合制度は、社会保険制度の一環として、相互救済によって組合員及びその家族の生

活の安定と福祉の向上に寄与するとともに、職務の能率的運営に資することを目的として設けられておりま

す。

　地方公務員共済組合は、その目的を達成するために、大きく分けて次の３つの事業を行っております。

◇短期給付事業・・・・・組合員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡・休業又は災害に対して、必要な給付

　　　　　　　　　　　　　　　を行っています。

◇長期給付事業・・・・・組合員の退職・障害又は死亡に対して年金又は一時金の給付を行っています。

◇福祉事業・・・・・・・・・健康診査などの健康の保持増進事業、保養施設の運営、住宅資金の貸付など

　　を行なっています。

　 職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、地方公共団体の当局により適

当な措置がとられるべきことを要求することができる制度です。（地方公務員法第46条）

　不利益処分は、職員の地位又はその身分の取り扱いに関しての意に反して行う不利益な処分のことで、こ

の処分に対する審査請求は、処分があったことを知った日の翌日から起算して３ヶ月以内にしなければなら

ず、処分があったことを知らなかった場合でも、処分のあった日の翌日から起算して１年を経過したときは審

査請求をすることができない制度です。（地方公務員法第49条の３）


